　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
平成２４年度
商工労働に関する国の施策並びに予算に関する提案・要望


平成2４年度商工労働に関する
国の施策並びに予算に関する提案・要望
日頃から、大阪府商工労働行政の推進につきまして、格別のご高配とご協力を賜り、厚くお礼申し上げます。
　さて、未曽有の被害をもたらした東日本大震災は、直接的な被害の大きさに加え、放射能事故や電力供給不足の長期化に伴い、広範な地域の経済活動・都市活動、そして国民生活に大きな影響を与えています。　　
このような中、大阪・関西こそ、「変革と挑戦」という攻めの姿勢を失うことなく、強い日本を作っていく、将来を見据えた積極的な投資をしっかり行うことが重要であります。　
大阪府においても、今後１０年間の目標を掲げた「大阪の成長戦略」を策定し、新エネルギーやバイオなど、強みを有する先端技術産業の優位性を活かし、「世界をリードする産業・技術が生まれる都市」の形成に向け、様々な施策を講じているところです。また、こうした成長を支える人材育成の強化や地域の強みを活かす労働市場の構築に向けた取組み等を進め、誰もがいきいきと仕事ができる“働きたい都市・大阪”の実現をめざしています。
これらの施策の推進にあたっては、国と地方が適切な役割分担を行った上で、地方が実施するものについては、その責任と判断により事業を推進できるよう、地域主権を実現する必要があります。その一方で、現行制度のもとでは、当面の間、国の責任によるセーフティネットの整備が不可欠です。
　平成２４年度の国家予算編成に当たりましては、本府の財政状況や課題解決に向けた取組みについて十分ご理解いただき、要望事項の具体化、実現のため、格別のご配慮を賜りますようお願い申し上げます。
平成23年7月
　　　　　　　　　　　　　　　大阪府知事　　　　橋 下　徹
１．　大阪経済を牽引する中小企業の元気とやる気をしっかり支えるため、中小企業への円滑な資金供給を図るための制度拡充等、資金面における支援をはじめ、中小企業の経営安定化を図る措置を講じること。
　　（具体例）
　　　　・保証協会の経営基盤の強化、信用補完制度の充実、強化
　　　　・工業製品等に対する風評被害の防止　　　　　　　　　
など
２．　先月、成立した「総合特区法」に基づき、その強みである環境・新エネルギー、ライフサイエンスなどが集積するベイエリア、北大阪・彩都をはじめとした大阪・関西を「総合特区」として指定されるとともに、成長産業関連施策に対する思い切った支援を講じること。
　　（具体例）
　　　　・新エネルギー、バイオ関連のイノベーションにつながる研究開発支援制度の充実・強化
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　など
３．　現行の国と地方の役割分担のなかにあっても、現下の厳しい雇用情勢に対応するため、国において、地域の雇用環境を詳細に把握するとともに、若年者や就職困難者の就労･雇用対策や、職業能力開発制度の充実に早急に取り組むこと。また、非正規労働者の処遇改善や最低賃金の引き上げなど勤労者福祉の向上に向け、適切な措置を講じること。
　　（具体例）
・緊急雇用創出事業臨時特例交付金事業の継続
　　　・フリーター、若年無業者、障がい者等に対する雇用対策の充実
　　　  ・日雇労働者、ホームレスの人等に対する雇用対策の充実
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　  など
４．　国と地方等の適正な役割分担を踏まえ、本年３月末、府が提出したハローワークの移管に係る提案書について、出先機関原則廃止に則り、誠実に対応すること。また、計量行政等について、様々な課題が生じている実情を踏まえ、適切な措置を講じること。
　　（具体例）
　　　　・独立行政法人化に伴う計量証明の事業登録の見直し
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　など
平成２３年７月
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